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☆ＭＥＭＯ☆
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４ 事業者指導課（地域密着指導係）からのお知らせ

１ 事業者指導課の係名変更等について（予定）

(1) 平成２６年４月１日から、事業者指導課の係名を変更します。なお、電話番号及びＦＡＸ番号

（各係共通086-221-3010）はそのままです。

（現 行） （H26.4.1～） （電話番号・いずれの係も変更なし）

地域密着指導係 地域密着事業者係 086-212-1012→

在宅指導係 訪問通所事業者係 086-212-1013→

施設指導係 施設係 086-212-1014→

障害事業者係 障害事業者係（変更なし） 086-212-1015→

(2) 平成２６年４月１日から 「 介護予防）認知症対応型通所介護」事業の担当係が、地域密着指、（

導係から「訪問通所事業者係」に変更されます。

２ 「体制届」を提出する場合は 「指定居宅サービス事業者等変更届出書 （様式第４号）が必、 」

要です。

(1) 「体制届」を提出する際に 「指定居宅サービス事業者等変更届出書 （様式第４号）の提出が、 」

必要です 「変更があった事項」の20番・介護給付費の請求に関する事項に○を付して、体制届。

等と併せて提出してください。

３ 平成２６年度報酬改定に伴い、重要事項説明書が変更となる場合について（消費税率引上げ

に伴う一割負担ほかその他費用の記載内容の変更等 。）

(1) 平成２６年度からの利用申込者に対しては、変更内容を反映させた重要事項説明書を作成の

上、当該説明書を交付して説明を行い、利用申込者の同意を得ること。

(2) 既存の利用者に対しては、変更内容を反映した重要事項説明書（同意を得ている重要事項説

明書の内容の一部差し替えとして、変更部分のみでも可）を交付して説明を行うこと。

４ 相談室（相談スペース）について

(1) 平成２６年４月１日から、業務に支障がない場合に限り、相談室（相談スペース）について、

他の事業と共用であっても差し支えないものとする予定です。

(2) 上記の伴い、既に届け出ている平面図が変更になる場合は、変更後１０日以内に届け出てく

ださい。

５ 訪問看護・訪問介護等に使用車両の駐車禁止除外指定の取扱いについて

(1) 現在、訪問看護・訪問介護事業者については、具体的な訪問先、日時等をあらかじめ登録した

上での駐車許可となっていますが、今年度中に特例措置に係る緊急訪問のための使用中の車両に

ついて、駐車禁止除外指定への位置づけとなる予定です。

６ 自己点検シートについて

(1) 各サービスごとの自己点検シート（人員・設備・運営基準編、介護報酬編）について、サー

ビス事業所は自ら提供するサービスのチェックを日頃から行い、活用していただくこと。

※岡山市事業者指導課ホームページ：

地域密着型サービス事業者（居宅介護支援を含む）自己点検シートについて

http://www.city.okayama.jp/hohuku/jigyousyasidou/jigyousyasidou_00103.html

７ 疑義照会（質問）について

(1) 今回の集団指導に係る内容のものに限らず、疑義照会・質問等については、原則として「質

問票 （P１９１）により、ＦＡＸにて送信してください。」
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駐車禁止除外
（道路交通法第４条第２項）

駐車禁止除外指定車の拡大事業イメージ駐車禁止除外指定車の拡大事業イメージ

公共性が高く、緊急に広域かつ不特定な場所に対応

する用務に使用する車両や身体障害者等が使用する車
両で、標識による駐車禁止の交通規制が実施されてい
る場所に駐車可能。

※標章が必要ない代表的なもの
緊急自動車

※標章が必要な代表的なもの
・医師が緊急往診のため使用中の車両
・歯科医師が寝たきり患者の往診のため使用中の車両
・身体障害者手帳の交付を受け、歩行が困難であると
認められるもの

駐車許可
（道路交通法第４５条第１項）

・訪問看護、訪問介護事業者が緊急訪問のた
め使用中の車両

特例措置

駐車をしなければならない特別な事情がある場合、
警察署の管轄区域内で、駐車禁止場所のうち、署
長が指定した日時、場所に駐車可能。

※代表的なもの
冠婚葬祭、引越しなどの車両

訪問看護、訪問介護等に使用中の車両

申請

利用者の状態の急変により緊急対応が必要になった緊急訪問についても事前に駐車許可がとれるように駐車許
可制度の柔軟な対応を行う。

現行の駐車許可での対応予定
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☆ＭＥＭＯ☆
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実地指導における指摘事項について

岡山市の実地指導の指摘事項にあわせて平成25年4月1日に施行した人員、設備及び運営に関

する基準条例等において定める※岡山市の独自基準の一部（改めて確認をお願いしたい事項）

を抜粋して説明する。

※岡山市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例及び岡山市

指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービ

、スに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例における岡山市独自基準

以下「独自基準」という。

【共通事項】

第１ 基本方針等

虐待防止責任者の設置及び虐待防止研修の実施 （※独自基準）

利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、責任者を設置する等必要な体制の整備を行う

とともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を講ずるよう努めること。

（ ） （ ））地域包括支援センターとの連携 地域ケア会議への参加 ※独自基準 H26.4.1改正予定（

地域包括ケアシステム」で地域包括支援センターが重要な位置づけとなることから、サ「

ービス提供等に際しての連携先に地域包括支援センターを追加する。

また、地域包括支援センターが開催する地域ケア会議への求めがあった場合には、会議に

参加する等地域包括支援センターの行う包括的支援事業その他の事業に協力すること。

[認知症対応型通所介護]

○認知症であるかどうかの確認の根拠が不明確である。

（ポイント）

･ 認知症である者の確認については、その判断に係る記録（医師の診断書、利用者の同意

を得て参照した意見書等の内容を転記した書類等)を整備し、保存しておくこと。

（医師や居宅介護支援事業者から口答で伝え聞いたものは不適切である ）。

第２ 人員に関する基準

○介護従業者を兼務している管理者が頻繁に夜勤業務をしているため、管理業務を十分行え

ず、管理者の責務を果たすことができていない。

○勤務予定表において、雇用契約上の労働時間では人員基準を満たすだけの勤務体制を整え

られない。

○勤務状況（時間）を確認できる書類がない従業者がいる （医師、代表者等）。

、 。○アルバイト従業者などの短時間労働者について 労働条件通知書の交付等を行っていない
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（ポイント）

・管理者について、原則として専ら当該事業所の管理業務に従事する。ただし、以下の場

合であって（各サービスごとに要確認 、当該事業所の管理業務に支障がないときは、他）

の職務を兼ねることができることになっており、管理業務の的確な遂行に支障がある場合

には認められないので改善すること。

管理者の責務

○従業者の管理

○利用の申込みに係る調整

○業務の実施状況の把握その他の管理

○従業者に運営に関する基準の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行う

・従業者の所定の労働時間で勤務予定表を作成すること。従業者に欠員が生じ、勤務予定

が作成できない場合には、事前又は速やかに岡山市（事業者指導課）に相談し、指導に従

うこと。

・全ての短時間労働者に労働条件等について明示すること。

参考： 短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律施行規則の一部を改正する省令「

(平成19年厚生労働省令第121号第6条 」）

第３ 設備に関する基準

○事業所の設備、平面図（各室の用途）に変更があったのに変更届をしていない。

○トイレが要介護者が使用するのに適したものとなっていない。

便所・洗面設備の追加と要介護者の利用しやすい便所 （※独自基準）

利用者が安心してサービスを利用できる環境を整備するため、設備要件に便所・洗面設備

を追加し、要介護者が使用するのに適したものとする。

※平成２５年４月２日以降に指定を受けた事業所及び施行日後に増築、全面的に改築された部分に

ついて適用する。

[認知症対応型共同生活介護]

便所・洗面設備の追加と要介護者の利用しやすい便所 （※独自基準）

利用者が安心してサービスを利用できる環境を整備するため、設備要件に便所・洗面設備

を追加する。

便所は、居室ごとに設けるか、又は共同生活住居ごとにその入居定員の３分の１以上の数

を設けるものとし、要介護者が使用するのに適したものとする。

※平成２５年４月１日施行日後に指定を受けた事業所及び施行日後に増築、全面的に改築された部

分について適用する。
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第４ 運営に関する基準

１ 内容及び手続の説明及び同意

○「重要事項説明書」と「運営規程」の記載（従業者の員数、営業時間、通常の事業の実施

地域、利用料その他の費用の額、サービス提供の内容など）が相違している。

（ 、 ）、 、 。○重要事項説明書の内容が変更になったが 家賃 食費等 再度の説明をし 同意を得ていない

［小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護］

○「自己評価結果及び外部評価結果」及び「目標達成計画」を利用申込者又はその家族に重

要事項説明書に添付の上、説明していない。

（ポイント）

・ 重要事項説明書」は、利用申込者が事業所を選択するために重要な事項を説明するた「

めのものであるので、まずは当該説明書を交付し、重要事項の説明を行うこと。

その後、利用申込者等がサービス提供を希望する場合に同意を文書により得ること。

・苦情相談窓口については、事業所の担当者名と連絡先に加えて、

「岡山県国民健康保険団体連合会 086-223-8811」

「岡山市事業者指導課 086-212-1012」を記載すること （運営規程も同じ）。

２ 身分を証する書類の携行

[定期巡回・随時対応型訪問介護看護・小規模多機能型居宅介護]

○訪問サービスの提供に当たるものに身分を証する書類を携行させ、初回訪問時及び利用者

又はその家族から求められたときに、これを掲示していない。

（ポイント）

・身分を明らかにする証書や名札等には、事業所の名称、当該訪問サービスの提供に当た

、 。る者の氏名を記載するものとし その者の写真の貼付や職能の記載を行うことが望ましい

３ 入退居

[認知症対応型共同生活介護]

○入居に際して、主治の医師の診断書により当該入居申込者が認知症である者であることの

確認をしていない（診断書の日付が入居日より後等 。）

※主治の医師の診断書により認知症であるものであることの確認をしなければならないことを独自基

準として明文化しました。

４ サービス提供の記録

[地域密着共通]

○利用者の被保険者証に、入居に際しては入居の年月日及び入居している施設の名称を、退

居に際しては退居の年月日を記載していない。

○サービス提供した際のサービス提供日、サービスの内容、利用者の状況その他必要な事項

を具体的に記録していない。
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[定期巡回・随時対応型訪問介護看護]

○オペレーターが利用者からの随時通報を受け付けていない。

○オペレーターが利用者からの随時通報を受け付けた際に、随時対応サービスの内容につい

て記録していない。

（ポイント）

・オペレーターが利用者からの随時通報を受け付けた際に、随時対応サービスの内容につ

いて提供票等を使って記録に残すこと。

５ 利用料等の受領

○保険給付の対象となっている介護保険サービスの提供上必要なものについては、介護保険

サービスとしてその費用を徴収しており、別途その他の日常生活費として利用者から徴収

することは認められない （介護職員用手袋、車椅子、ベッド等）。

○共用のシャンプー、洗濯用洗剤、新聞・雑誌等利用者に一律に提供されるものについては、利

用者の希望によって、身の回り品として日常生活に必要ものを事業者が提供する場合に係る費

用とはいえず、その費用を徴収することは認められない。

（ポイント）

・ その他の日常生活費」については、利用者の希望を確認した上で提供されるものをい「

う。したがって、事業者がすべての利用者に対して一律に提供し、すべての利用者から

その費用を画一的に徴収することは認められないので改めること。

→「通所介護等における日常生活に要する費用の取扱いについて(平成12年3月30日老企第54号 」）

を参照ください。

６ 介護の基本取扱方針

多様な手法を用いた評価 （※独自基準）

従来の小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活における自己評価・外部評価だけ

でなく、全てのサービスにおいて多様な評価の手法を用いてサービスの質の評価を行い、常

に改善を図ること。

７ 介護の具体的取扱方針

○緊急やむを得ず身体的拘束等を行った際に、その態様及び時間、その際の利用者の心身の

状況並びに緊急やむを得ない理由を記録していない。

○緊急やむを得ず身体的拘束等を行う場合に 「緊急やむを得ない場合」に該当するかどうか、

再検討せずに身体的拘束を継続している。

（ポイント）

・緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を行う際の手続きについて定めておくとともに、
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運営規程に記載すること。

・ 切迫性、非代替性、一時性」の要件をすべて満たす状態であることを「身体的拘束廃「

止委員会」等のチームで検討、確認し記録しておくこと。

・緊急やむを得ず身体的拘束を行う場合についても 「緊急やむを得ない場合」に該当す、

、 、 。るかどうかを常に観察 再検討し 要件に該当しなくなった場合には直ちに解除すること

・認知症対応型通所介護については、市が独自基準として規定しましたので、同様にする

こと。

別添資料「身体的拘束廃止に向けての取扱い」を参照ください。

成年後見制度の活用支援 （※独自基準）

適正な契約手続き等の支援の促進を図るため、必要に応じ、利用者が成年後見制度を活

用できるように支援しなければならない。

８ 介護計画の作成

○介護計画を介護支援専門員（グループホームは計画作成担当者）が作成せず、各担当介護

職員に任せている。[認知症対応型通所介護を除く]

○介護計画を長期間見直していない。

（ポイント）

・管理者は、介護支援専門員(グループホームは計画作成担当者)に利用者の介護計画の作

成に関する業務を担当させること。

・サービスの提供に当たっては、介護計画に基づき、漫然かつ画一的にならないよう配慮

して行うこと。

・介護計画は、常にその実施状況及び利用者の様態の変化等の把握を行い、必要に応じて

介護計画の変更を行うこと。

８－１ 居宅サービス計画の作成

[小規模多機能型居宅介護]

○居宅サービス計画の作成が適切に実施されていない。

○アセスメントを利用者の居宅を訪問して行っていない （利用者が入院中であることなど物。

理的な理由がある場合を除く）

○モニタリングを少なくとも月に１回、利用者の居宅を訪問して行っていない。

○訪問看護、訪問リハビリテーション等の医療サービスについて、主治の医師等の意見を求

めていない。

○居宅サービス計画に福祉用具貸与を位置付ける際に、その利用の妥当性を検討し、当該計

画に福祉用具貸与が必要な理由を記載していない （小規模多機能型居宅介護開始前から利。

用している福祉用具を、そのまま妥当性を検討せずに利用している例が多い）

○ほぼ毎日宿泊する利用者（月を通して居宅に戻らず宿泊をしている利用者）に対して、福

祉用具貸与が位置付けられ、小規模多機能型居宅介護事業所で利用されている。
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（ポイント）

・居宅サービス計画の作成に当たっては、指定居宅介護支援等基準第13条各号に掲げる具

体的取組方針に沿って行うこと。

８－２ 小規模多機能型居宅介護計画の作成

○小規模多機能型居宅介護計画を作成していない。

○小規模多機能型居宅介護計画の作成に当たっては、地域における活動への参加の機会が提

供されること等により、利用者の多様な活動が確保されていない。

○他の小規模多機能型居宅介護従業者と協議の上、計画を作成していない。

○小規模多機能型居宅介護計画に援助の目標、目標を達成すべき具体的なサービスの内容等

を記載していない。

○利用者の様態の変化等の把握を行い、必要に応じて計画の変更を行っていない。

９ 別居親族に対するサービス提供の制限

[定期巡回・随時対応型訪問介護看護]

別居親族に対するサービス提供の制限 （※独自基準）

家族介護と保険給付対象サービスを明確に区分するため、同居家族に対するサービス提供

の制限に併せて、別居親族に対するサービス提供の制限について規定する。

１０ 介護等

事業所運営において調理等の家事を、原則として利用者と介護従業者が共同で行うといっ○

た実態が乏しく、事業者・職員の意識も希薄である。

（ポイント）

・指定認知症対応型共同生活介護は、利用者一人一人の人格を尊重し、利用者がそれぞれ

の役割を持って家庭的な環境の下で日常生活を送ることができるよう配慮して行われな

ければならない。

→ 利用者が達成感や満足感を得、自信を回復するなどの効果が期待されるとともに、

利用者にとって当該共同生活住居が自らの生活の場であると実感できるよう必要な援

助を行わなければならない。

１１ 運営規程

○「重要事項説明書」と「運営規程」の記載（従業者の員数、営業時間、通常の事業の実施

地域、利用料その他の費用の額、サービス提供の内容など）が相違している。

○運営規程の内容に変更があったのに変更届をしていない。

○運営規程に必要な事項が定められていない。

○運営規程に定められている内容（研修の回数、緊急時・事故発生時への対応）が実行され

ていない。
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（ポイント）

・変更した日から１０日以内に届け出ること。

（重要）
、 （ ） 。・事業所の移転など重要な変更の場合は 事前に岡山市 事業者指導課 と協議すること

・利用定員や営業日の変更にあっては、変更後の運営に支障がないか、従業者の配置を確
認する必要がある。

・運営規程に定めるべき項目（下線のある項目が※独自基準により追加した部分）
(１) 事業の目的及び運営の方針

(２) 従業者の職種、員数及び職務の内容

(３) 営業日及び営業時間

(４) 利用定員

(５) 介護の内容及び利用料その他の費用の額

(６) 通常の事業の実施地域

(７) サービスの利用に当たっての留意事項

(８) 緊急時、事故発生時等における対応方法

(９) 非常災害対策

(10) 身体的拘束等の禁止及び緊急やむを得ず身体的拘束等を行う場合の手続

(11) 虐待防止のための措置に関する事項

(12) 成年後見制度の活用支援

(13) 苦情解決体制の整備

(14) その他運営に関する重要事項

※サービスの種類により内容が異なるので、各サービスの条例を参照ください。

１２ 勤務体制の確保等

○勤務予定表に従業者（非常勤を含む ）の日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、職種、兼務。

関係などが明記されていない。

○勤務予定表及び勤務実績表について、事業所ごとに作成し記録を残していない。

○併設事業所や有料老人ホームと兼務している場合であって、その者の勤務時間が事業所ご

とに分けて管理できていない。

○従業者の資質向上のために、研修の機会が確保されていない。

○研修（内部・外部を含む）の実施記録等が保存されてない。

（ポイント）

・全ての従業者を記載し、事業所ごと、月ごとに作成すること。

・従業者の日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、職種、兼務関係などを明確にすること。

勤務実績の記録 （※独自基準）

･適切なサービスを提供できるよう従業者の勤務体制を定め、その勤務の実績とともに記

録しておくこと。

研修の機会確保 （※独自基準）

・従業者の資質の向上のために、研修計画を作成し、当該計画に従った研修を実施すること。
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・安定した事業運営のために、計画的な人材育成を行うこと。

※虐待防止研修の実施について、研修計画の中に盛り込むこと。

１３ 非常災害対策

○非常災害時に関する具体的計画が立てられていない。

○定期的に避難訓練等が実施されていない。

○火災等の際に消火･避難等に協力してもらえるよう、日頃から消防団や地域住民との連携を

図っていない。

○事業所が立地する地域の自然状況等を踏まえ、想定される非常災害の種類ごとに、その規

模及び被害の程度に応じた非常災害への対応に関する具体的計画を策定し、従業者への周

知など必要な対応を行っていない。

（ポイント）

非常災害対策の充実 （※独自基準）

・実効性の高い非常災害対策となるよう、事業所が立地する地域の自然条件等を踏まえ、想定

される非常災害の種類ごとに、具体的計画を策定するとともに、非常災害時の関係機関への

通報及び関係者との連携の体制を整備し、それらの内容を定期的に従業者に周知すること。

・事業所の見やすい場所に計画等の概要を掲示すること。

・策定した具体的計画に従い、避難訓練等を定期的に実施する。

、 、 、・非常災害時における利用者等の安全の確保が図られるよう あらかじめ 近隣の自治体

地域住民、介護保険事業者等と相互支援・協力体制の整備に努めること。

・非常災害時に、高齢者・障害者・乳幼児等、特に配慮を要する者の受入れに努めること。

１４ 衛生管理等

○洗面所やトイレでタオルを共用使用している。

○感染症予防マニュアルを整備し、従業者に周知するなど感染症予防に必要な措置をとって

いない。

１５ 掲示

［小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護］

○変更前の古い運営規程、重要事項説明書を掲示している。

○苦情の相談窓口、苦情処理の体制及び手順等当該事業所における苦情を処理するために講

ずる措置の概要について、事業所に掲示していない。

○「自己評価及び外部評価結果」及び「目標達成計画」を事業所内の見やすい場所に掲示する。

（ポイント）

・受付コーナー等利用申込者等が見やすいよう工夫して掲示すること。

なお、趣旨は利用者に周知できる環境を整えることであることから、受付コーナー等に

ファイル 等に整理して設置し、利用者が適宜見ることができるようにすることで差し支え

ない。
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１６ 秘密保持等

○個人情報を含む書類が、鍵が掛からない場所に保管されている。

○従業者の在職中及び退職後における、利用者及びその家族の個人情報に関する秘密保持に

ついて、事業者と従業者間の雇用契約、就業規則、労働条件通知書、誓約書等で取り決め

が行われていない。

○サービス担当者会議等において、利用者及びその家族の個人情報を用いることについて、

それぞれから文書による同意が得られていない。

（ポイント）

・利用者の家族の個人情報を使用する可能性もあるため、利用者だけでなく家族について

も署名できる様式にしておくこと。

１７ 苦情処理

○苦情処理に関する記録様式（処理簿･台帳等）が作成されていない。

○苦情の内容の記録のみで 「その後の経過 「原因の分析 「再発防止のための取組み」な、 」、 」、

どが記録されていない。

（ポイント）

・苦情を受け付けた場合は、苦情の内容等を記録すること。

また、些細なものでも苦情として捉えて検討記録し、苦情の内容を踏まえ、サービスの

質の向上に向けた取組を行うこと。

１８ 地域との連携等

[小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護]

○運営推進会議をおおむね２月に１回以上、開催していない。

○運営推進会議における報告、評価、要望、助言等についての記録を作成し、公表していな

い。

（ポイント）

運営推進会議の構成員

・利用者、利用者の家族、地域住民の代表者（町内会役員、民生委員、老人クラブの代表

等 、市職員又は事業所が所在する区域を管轄する地域包括支援センターの職員、小規）

模多機能型居宅介護について知見を有する者

※「知見を有する者」とは、学識経験者である必要はなく、高齢者福祉や認知症ケアに携わって

、 、 。いる者なども含め サービスについて客観的 専門的な立場から意見を述べることができる者

記録の公表

・事業所等は、運営推進会議における報告等の記録を公表することとし、事業所等の窓口

で閲覧できるようにする。また、事業所等の広報紙やホームページ等を活用し、公表の

機会が増えるよう努めることとする。
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非常災害対策のための地域との連携

、 、 、・非常災害時における利用者等の安全の確保が図られるよう あらかじめ 近隣の自治体

地域住民、介護保険事業者等と相互支援・協力体制の整備に努めること。

・非常災害時において、高齢者・障害者・乳幼児等、特に配慮を要する者の受入れに努め

ること。

[定期巡回・随時対応型訪問介護看護]

○介護・医療連携推進会議をおおむね３月に１回以上、開催していない。

○介護・医療連携推進会議における報告、評価、要望、助言等についての記録を作成し、公

表していない。

（ポイント）

地域における介護と医療の連携

･介護・医療連携推進会議において、地域の医療関係者（地域の医療機関の医師や医療ソ

ーシャルワーカー等）と介護従業者が介護と医療の連携に関する課題等について情報共

有することで、地域における介護と医療の連携を図る。

[定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護]

○登録者全員が、事業所の所在する建物と同一の建物に居住する者である。

（ポイント）

地域に開かれたサービス

、 、・定期巡回・随時対応型訪問介護看護サービスが 地域に開かれたサービスであるために

同一建物に居住する利用者以外のものに対しても行われるよう努めること。

・いわゆる「囲い込み」による閉鎖的なサービス提供が行われないよう、地域包括ケア推

進の観点から地域の利用者にもサービス提供を行うことに努めること。

１９ 事故発生時の対応

○事故が発生した原因を解明し、再発生を防ぐための対策を講じていない。

○岡山市（事業者指導課）へ報告していない。

（ポイント）

・事故の状況等によっては、岡山市（事業者指導課）等へ報告を行うこと。
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☆ＭＥＭＯ☆
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身体的拘束廃止に向けての取扱い

身体拘束ゼロへの手引き（平成13年3月）
厚生労働省「身体拘束ゼロ作戦推進会議」より一部抜粋
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☆ＭＥＭＯ☆
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